
鉾田市公共施設予約システム導入業務に係る企画提案実施要領 

 

１. 趣旨 

公共施設の予約においては、住民ニーズの多様化に伴い、従来の電話や窓口による対応では、

様々な制約があるとともに、紙の申込による予約台帳管理や、予約の重複、キャンセル対応、

利用料の徴収等の人的対応の負担などに課題がある。 

それらの課題を解決するため、公共施設予約システムを導入することにより、デジタル社会

における行政課題に対応するとともに、住民がより快適に行政サービスを享受できるようデジ

タルトランスフォーメーションの実現を目指すものである。 

 

２. 業務概要 

（１）業務名 

鉾田市公共施設予約システム導入業務委託 

（２）業務の仕様 

別添「鉾田市公共施設予約システム導入業務仕様書」のとおり 

（３）契約期間 

サービス構築業務：契約締結日から令和７年１０月３１日まで 

運用・保守業務 ：令和７年１１月１日から令和１０年１０月３１日まで 

 

３. 提案上限額 

予算上限額 金 6,083,000 円以内（消費税および地方消費税を含む） 

うち 構築業務 上限額 

金 2,123,000 円以内（消費税および地方消費税を含む） 

うち 運用・保守業務 上限額 

金 3,960,000 円以内（消費税および地方消費税を含む） 

 

 

 

４. 担当窓口 

鉾田市役所 政策企画部 政策秘書課 担当者名：山田 

〒311-1592 茨城県鉾田市鉾田 1444-1 

電 話：0291-33-2111 

F A X：0291-32-4443 

メール：hisho@city.hokota.lg.jp 

 

５. スケジュール 

（１）公募要項の公表   令和 ７年 ６月 ２日（月） 

（２）質問の受付締切   令和 ７年 ６月 ６日（金） 



（３）質問に対する最終回答  令和 ７年 ６月１１日（水） 

（４）参加表明書提出期限  令和 ７年 ６月１８日（水） 

（５）企画提案書、見積書提出締切 令和 ７年 ７月 ２日（水） 

（６）プレゼンテーション審査   令和 ７年 ７月中旬 

（７）最終審査結果の通知  令和 ７年 ７月下旬 

（８）契約締結    令和 ７年 ８月 １日（金） 

 

６. 参加資格 

公告日現在、次の各号の全ての要件を満たすものとする。 

（１）茨城県又は鉾田市の指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けていない者であること。 

（２）地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しないものであること。 

（３）破産法の規定に基づく破産の申し立て、会社更生法の規定に基づく更生手続き開始の申し立

ておよび民事再生法の規定に基づく再生手続き開始の申し立てがされていないものであるこ

と。 

（４）当該業務を円滑に遂行するために必要な組織，人員，資金等の経営基盤を有する者であるこ

と。 

（５）鉾田市暴力団排除条例（平成２３年鉾田市条例第１３号）第２条第１号又は同条第３号に規

定する者でないこと。 

（６）提供する施設予約システムは、過去５年以内に地方公共団体において導入又は運用実績を有

するものであること。また、住民向けの施設を対象としたサービスとして導入した実績であ

り、提案事業者自身が導入した実績に限る。なお実証実験、実証導入は実績に含まないもの

とする。 

（７）一般財団法人日本情報経済社会推進協会の ISMS 適合性評価制度の認定を受けていること。 

（８）デジタル庁のデジタル地方創生サービスカタログに掲載されていること。 

（９）提案するサービスが本市の非機能要件等一覧表に準拠していること。 

 

７. 質問書の提出及び回答 

（１）質問書の提出 

(ア) 提出期限 令和７年６月６日（金）午後 5 時 

(イ) 提出書類 質問書（様式 2） 

(ウ) 提出方法 電子メールにて送付すること 

（２）質問への回答 

(ア) 回答期限 令和６年６月１１日（金）午後 5 時 

(イ) 回答方法 参加の意思確認を行ったすべての業者にメールにて回答する 

 

８. 参加表明書及び辞退の提出 

企画提案の参加を希望する者は、参加表明書（様式 1）に必要事項を記入し提出すること。ま

た、参加表明書提出後に提案を辞退する場合は、提案書の提出期限までに辞退届（様式 3）を提



出すること。 

（１）参加表明書提出期限 

令和７年６月１８日（水）午後 5 時 

（２）提出書類 

(ア) 参加表明書（様式 1） 

(イ) 会社概要及び公共施設予約システム導入実績書（任意様式） 

（３）提出物について書類 

(ア) 参加表明書（様式 1） 

様式 1 に署名と代表者印を押印し提出すること。 

(イ) 会社概要及び公共施設予約システム導入業務実績書（任意様式） 

会社概要、公共施設予約システム導入業務実績が分かる書類を任意様式にて提出すること。

なお、公共施設予約システム導入実績は、地方公共団体において公共施設予約システム導

入業務の実績を直近 20 件まで（5 年以内）記載すること。 

（４）提出方法 

「４．担当窓口」に事前に電話連絡のうえ、持参又は郵送により提出すること。なお、郵送の

場合は提出期限までに必着のこと。 

 

９. 企画提案書の提出 

（１）提出期限 

令和７年７月２日（水）午後 5 時 

（２）提出書類 

(ア) 企画提案書 正本 1 部、副本６部及び電子データ 

(イ) 見積書  正本 1 部、副本６部及び電子データ 

(ウ) 機能要件一覧表  正本 1 部、副本６部及び電子データ 

（３）提出物について 

(ア) 企画提案書 

企画提案書は、下記の項目番号に従い、記載すべき事項内容に基づいて作成すること。 

企画提案書形式は、A4 サイズ横書き（横置き上綴り）とし、３０ページ（（表紙・目次を除

く）を上限とする。 

番号 項目 記載すべき事項 

1 会社情報 会社情報について、以下の点を踏まえて記述すること。 

①会社概要 

②運用体制 

2 構築実績 構築実績について、以下の点を踏まえて記述すること。 

①提案内容と同様のサービス構築の実績（過去 5年以内） 

3 提案サービスの特徴 提案サービスの特徴について、以下の点を踏まえて記述す

ること。 

①提案サービスの考え方・基本的な特徴 



4 サービス提供環境 サービスの提供環境について、以下の点を踏まえて記述す

ること。 

①24時間 365 日の稼働かつ高い可用性 

②セキュリティ 

③緊急時連絡体制 

5 利用環境 利用環境について、以下の点を踏まえて記述すること。 

①パソコン、タブレット、スマートフォンでの利用 

6 提案サービス機能 以下の内容について記述すること。 

①市民や行政での利用イメージ 

②市民の利便性を考慮した機能 

③電子決済 

④サイネージへの表示 

7 スケジュール 以下の内容について記述すること。 

①契約から稼働までのスケジュールについて 

8 サービス利用準備の流れ・

役割分担 

以下の内容について記述すること。 

①構築時の本市の作業及び職員の作業負担軽減策 

④稼働までの流れと役割分担 

9 サービス運用・保守の流れ・

役割分担 

以下の内容について記述すること。 

①導入後の運用保守の流れ 

②サポート支援の内容 

③バージョンアップについて 

10 その他 その他有益な追加提案 

(イ) 見積書 

本業務の一式についての見積りを提出すること。（任意様式） 

公共施設予約システム導入費用、及び令和７年１１月１日から令和８年３月３１日まで５

ヶ月間のランニングコストのそれぞれの内訳がわかる見積書も提出すること。 

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかに関わらず、見積金

額には消費税額を加算すること。 

(ウ) 機能要件一等覧表 

機能要件一覧表に「〇」対応可能、「×」対応不可、「△」代替運用を記載のうえ提出する

こと。 

（４）選出方法 

持参又は郵送。なお、郵送の場合は提出期限までに必着のこと。 

 

１０. 審査・選定 

本プロポーザルは、公募型プロポーザルとして企画提案審査方式で実施するものとし、事業

者からの提案を審査委員が審査し選定する。 

（１）プレゼンテーション審査 



参加条件を満たした事業者を対象にプレゼンテーション及び質疑応答を実施する。提案書

に沿って説明を受けて、その内容に基づき評価することとする。また、機能要件に疑義があ

る場合にはデモンストレーションにおいて確認を行う場合がある。なお、説明に際しては、

制限時間内で審査基準に基づき評価点（600 点満点）を算出する。 

(ア) 実施日 令和７年７月中旬 

会場等の詳細については、企画提案書受領後に文書にて通知する。 

(イ) 使用機材 

プロジェクター、スクリーン、電源（延長コンセント）は鉾田市が準備する。 

その他の機材については、提案者において用意すること。 

(ウ) 時間配分 

プレゼンテーションおよびデモンストレーション 30 分間（時間配分は任意とする）。 

質疑応答     15 分間 

(エ) 優先交渉権者の選定 

プレゼンテーション審査の評価点が最も高い者を最優秀提案者とし、優先交渉権者とする。

最終選考結果は、各業者宛てに文書で通知する。 

(オ) その他 

参加者が 1 者の場合においても審査を実施するものとし、その場合総合評価点が 60％以上

でなければ交渉権者として認めないものとする。 

 

１１. 失格要件 

次のいずれかの要件に該当する場合は、失格とする。 

（１）実施要領等に示した参加者に必要な資格のない場合 

（２）企画提案参加申込書等に虚偽の記載をした場合 

（３）同一の参加者が、二つ以上の提案書を提出した場合 

（４）見積書に記載した金額が、本市の設定する予算限度額を超えた場合 

 

１２. その他事項 

その他事項は次のとおりとする。 

（１）提案に係る一切の費用は、参加者の負担とする。 

（２）提出された書類は、返却しないものとする。 

（３）最優秀提案者に選定された者と契約締結の交渉を行う。ただし、当該交渉が不調の場合は、

次に評価点の高い者から順に契約締結の交渉を行う。 

（４）本要領に定めのない事項ならびに疑義が生じた場合は、協議により定める。 

 

以上 


